























 1) 学内の研究能力を高めるとともに、研究に関する相談・支援機能を強化する。 
 2) 外部研究費による大型研究を中心に据えた研究活動を展開する。 
















   研究開発センター長  鈴木 玲子 
          教授  川越 雅弘 
          教授  飯岡 由紀子 
    事務局 担当部長  金井 宏一 
      事務局 主幹  大関 和久 
      事務局 主任  佐藤 嘉之 
 
         研究員  吉田 真季 
       研究補助員  海老原 直子 



































































































































































川越 雅弘 教授 




























研究リーダー 川越 雅弘（大学院研究科・研究開発センター教授） 
学内メンバー 田口 孝行（理学療法学科教授） 
臼倉 京子（作業療法学科准教授） 
柴山志穂美（看護学科准教授） 
学外メンバー 柴崎 智美（埼玉医科大学医学部社会医学准教授） 




阿部 佳子（医療法人社団やまと 日吉慶友クリニック） 
磯野 祐子（地域まるごとケアステーション川崎） 






学内メンバー 金野 倫子（共通教育科教授） 
大場 良子（看護学科准教授） 
佃 志津子（社会福祉子ども学科准教授） 












研究リーダー 上原 美子（共通教育科准教授） 








日 時：２０１８年２月２１日（水） ９：００～１０：３５ 
場 所：埼玉県立大学 本部棟大会議室 
出席者：江利川理事長 萱場学長 朝日副学長 鈴木研究開発センター長 
助言者：     伊藤学長補佐 上原教授 
プロジェクトＤ：川越教授 田口教授 臼倉准教授 柴山准教授 
プロジェクトＥ：飯岡教授 佃准教授 大場講師 
プロジェクトＦ：上原准教授 張准教授 森田講師 



















調 査 時 期  平成29年5月 
調査対象者  常勤教員158名 
調 査 手 法  質問紙を用いた自記式調査 



































学科・科 2015年 2016年 2017年 
共通教育科 4 7 4 
看護学科 11 8 3 
理学療法学科 15 8 15 
作業療法学科 14 7 3 
社会福祉こども学科 0 0 1 












2011～ 15 2 16 21 39 
2012～ 15 2 34 3 39 
2013～ 15 5 23 13 41 
2014～ 19 4 33 5 42 
2015～ 25 6 29 11 46 
2016～ 20 2 11 8 21 


































 日時 内容 
1 2017年10月 7日(土) 2限 オリエンテーション 
2 2017年10月14日(土) 2限 2章 質的研究と量的研究における重要な概念と用語 
3 2017年10月28日(土) 2限 4章 研究問題、研究設問と仮説 
4 2017年11月 4日(土) 2限 6章 概念的文脈の開発 
5 2017年11月11日(土) 2限 8章 量的研究のデザイン 
6 2017年11月25日(土) 2限 10章 さまざまな目的に応じた量的研究 
7 2017年12月 2日(土) 2限 11章 質的研究のデザインと方法 
8 2017年12月 9日(土) 2限 13章 標本抽出のデザイン 
9 2018年 1月 6日(土) 2限 16章 観察データの収集 
10 2018年 1月20日(土) 2限 18章 データの質の評価 
11 2018年 1月27日(土) 2限 20章 量的データの分析 



























































































































要⽀援1・2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
総数 要⽀援 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
利⽤者数(⼈) 22,936  3,078  6,391  5,956  3,676  2,390  1,445 
訪問診療受給者数(⼈) 2,385  85  258  374  450  568  650 

















































NPO法⼈ 社協 社福法⼈ ⺠間企業 ……
16
生活支援協議体の場合
会議運営能⼒
が求められる
地域包括ケア構築を効果的に展開するためには、⾃治体の地域マネジメント⼒の強化が必須。
そこで、3つの⼒（①地域診断⼒(⼩地域単位)、②多主体会議の運営⼒、③先進地区のノウハウの展開⼒）
の強化を図るため、データ分析⽀援、事業展開⽅法への⽀援、会議運営⼒の強化等を総合的に⾏う。
⾃治体の地域マネジメント⼒の強化に向けて
【⼩地域単位での地域診断】
・⼈⼝・世帯の将来推計
・死亡者数の将来推計(市単位)
・認知症者数の将来推計
・要介護認定率／健康寿命 等
地域診断⼒の強化
図. 買い物困窮者の割合(ツール分析例)
事業展開⼒の強化
基本的視点
図. 先進的取り組み例
先進的取り組みのノウハウの抽出・整理
ノウハウ集の作成（事業ごと）
研修⽅法・内容の検討及び実施、評価
※1.介護予防に関しては、⽼健局の介護予防活動普及展開事業と
連携を図りながら展開していく。
※2.在宅医療・介護連携推進事業につながる「医師を交えた地域ケア
個別会議」は先進事例がないため、⼤分県で試⾏しノウハウ獲得
を図る（認知症者に関する地域ケア個別会議も同様）。
※⽼健局の⾒える化ツールは市町村単位の分析である。本
ツールは、⼩地域(中学校区、⼩学校区、任意)の分析を可
能とするもので、⾒える化ツールの補完的位置づけとなる。
多主体会議の運営⼒強化
テキスト作成／カリキュラム検討
ファシリテーション研修の実施
各⾃治体での実践
専⾨家を交えた振り返り会の
開催
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